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平成 23 年 11 月 8 日 

各位 

会社名  三協・立山ホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 藤木 正和 

（コード番号 3432 東証第一部） 

問合せ先 経営企画部長  赤澤 直人 

（TEL 0766-20-2502） 

 

当社と子会社 3 社の統合準備開始に関するお知らせ 
 
 

三協・立山ホールディングス株式会社（以下、「当社」）は、本日開催の取締役会において、平成 24
年 12 月 1 日に当社の完全子会社である三協立山アルミ株式会社（以下、「三協立山アルミ」）を存続会

社として合併する方針を決定するとともに、当該合併に向けた準備に入ることを決議いたしましたの

で、お知らせいたします。 
今後、当社は平成 24年 8月開催予定の定時株主総会において、合併契約の承認決議を得る予定です。

平成 24 年 11 月に当社は上場廃止となる予定ですが、存続会社である三協立山アルミは平成 24 年 12
月、東京証券取引所にテクニカル上場する予定です。 

なお、当社は、上記合併に先立ち、三協立山アルミを存続会社とし、当社の完全子会社である三協

マテリアル株式会社（以下、「三協マテリアル」）およびタテヤマアドバンス株式会社（以下、「タテヤ

マアドバンス」）を消滅会社とする平成 24 年 6 月 1 日の合併を行う方針を決定するとともに、3 社の

取締役会において平成 24 年 6 月 1 日および平成 24 年 12 月 1 日の合併に向けた準備に入ることを決

議いたしましたので併せてお知らせいたします。 
 

記 
Ⅰ．合併の目的 
当社グループは平成 15 年 12 月、三協アルミニウム工業株式会社と立山アルミニウム工業株式会社

の統合を実施するため、持株会社である当社「三協・立山ホールディングス株式会社」を設立いたし

ました。その後、グループ再編の結果、現在は当社の下に「建材事業（三協立山アルミ）」「マテリア

ル事業（三協マテリアル）」「商業施設事業（タテヤマアドバンス）」の 3 社を置き、事業別経営を進め

るとともに、各社における技術力の向上を図るなどして、ブランドの確立など一定の効果を得ました。 
今後は本年 7 月 12 日に発表した「長期 VISION-2020」を実現するため、当社およびその傘下の事

業子会社 3 社を合併することで、個々の事業遂行力を活かしつつ、グループの総力を結集し、海外へ

の事業展開や環境技術をドライバーとした事業領域の拡充へ現有の経営資源の流動性を高めて機動的

な対応を図るとともに、経営の合理化・効率化を強化してまいります。平成 24 年 6 月には、長期ビジ

ョンの実現に向けた具体的な取組みとなる「次期中期経営計画」がスタートすることから、この時期

に併せて再編を実行することといたしました。 
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Ⅱ．当社と三協立山アルミの合併 

 
１.合併の要旨 

(1)合併の日程 
合併準備開始決議の取締役会 平成 23 年 11 月 8 日 
合併決議取締役会 平成 24 年 7 月下旬（予定） 
合併契約書締結 平成 24 年 7 月下旬（予定） 
合併承認定時株主総会 平成 24 年 8 月下旬（予定） 
合併の予定日（効力発生日） 平成 24 年 12 月 1 日（予定） 

(2)合併方式 
三協立山アルミ（当社の完全子会社）を存続会社とする吸収合併方式で、当社は解散する予定で

す。 
(3)合併に係る割当ての内容 
合併に係る割当ての内容については現時点で未定です。 

(4)合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 
   該当する事項はありません。 

 

２.合併に係る割当ての内容の算定の考え方 
割当ての内容が決まり次第、お知らせいたします。 

 

３.合併当事会社の概要（平成 23 年 5 月 31 日現在） 
(1)商号 三協・立山ホールディングス株式会社

（消滅会社） 

三協立山アルミ株式会社 

（存続会社） 

(2)本店所在地 富山県高岡市早川 70 番地 富山県高岡市早川 70 番地 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 

藤木 正和 

代表取締役社長 

藤木 正和 

(4)事業内容 三協・立山ホールディングスグループ

（アルミニウム製住宅用・ビル用建

材、マテリアル商品、商業施設等の開

発・製造・加工・販売を行う子会社お

よびグループ会社）の経営管理および

関連する事業の運営 

ビル用建材、住宅用建材、エクステリ

ア建材の開発・製造・販売。 

アルミニウムおよびその他金属の圧

延加工品の製造・販売 

(5)資本金 15,000 百万円 28,399 百万円 

(6)設立年月日 平成 15 年 12 月 1 日 昭和 35 年 6 月 20 日 

(7)発行済株式数 324,596,314 273,357,759 

(8)純資産 74,623 百万円 40,412 百万円 

(9)総資産 127,275 百万円 150,765 百万円 

(10)決算期 5 月 31 日 5 月 31 日 
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(11)従業員数 168 名 4,805 名 

(12)大株主および持株比率 住友化学株式会社        6.89%

三協・立山社員持株会      3.61%

三協立山持株会         3.15%

住友信託銀行株式会社      2.99%

三協・立山ホールディングス株式会社 100％ 

資本関係 当社は三協立山アルミの発行済株式総数の 100％を保有してお

り、完全親会社であります。 

人間関係 当社役員による役員兼務等の関係があります。 

取引関係 当社は三協立山アルミの純粋持株会社であります。 
(13)当事会社間の関係等 

関連当事者への該

当状況 

三協立山アルミは当社の連結子会社であり、関連当事者に該当し

ます。  

 

(14)最近 3 年間の業績 （単位：百万円） 

 三協・立山ホールディングス株式会社 
（消滅会社、連結） 

三協立山アルミ株式会社 
（存続会社、単体） 

決算期 2009 年 5 月 2010 年 5 月 2011 年 5 月 2009 年 5 月 2010 年 5 月 2011 年 5 月

売上高 277,767 257,402 260,978 200,981 184,066 181,008

営業利益 △7,642 4,784 7,906 △5,965 2,564 3,955

経常利益 △9,332 3,391 6,410 △7,035 1,102 3,374

当期純損益 △19,246 2,047 635 △15,710 150 △2,122

純資産 44,495 48,320 48,210 41,221 41,699 40,412

総資産 227,589 218,482 212,172 176,631 168,630 150,765

1 株当り当期純損益(円) △63.49 6.75 2.02 △57.47 0.55 △7.76

1 株当り配当金(円) － － － － － －

 

４.合併後の状況（予定） 
(1)商号 三協立山アルミ株式会社 

(2)事業内容 １ ビル用建材、住宅用建材、エクステリア建材の開発・製造・販売。 

アルミニウムおよびその他金属の圧延加工品の製造・販売 

２ アルミニウム及びマグネシウムの鋳造・押出・加工ならびにその販売

３ 店舗用汎用陳列什器の販売、規格看板、その他看板の製造・販売、店

舗および関連設備のメンテナンス 

(3)本店所在地 富山県高岡市早川 70 番地 

(4)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤木 正和 

(5)資本金 （未定） 

(6)純資産 （未定） 

(7)総資産 （未定） 

(8)決算期 5 月 31 日 
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５.今後の予定 

早急にプロジェクトチームを立ち上げ、合併準備を進めてまいります。その際、株主の皆様、お

客様等の利益を最大限に向上することを目標として対応してまいります。 
 
６.今後の見通し 

当社と当社の完全子会社との合併であり、合併による当社連結業績への影響はありません。 
 
 

Ⅲ．三協立山アルミと三協マテリアルおよびタテヤマアドバンスの合併 
 
１.子会社間の合併要旨 

(1)合併の日程 
合併準備開始決議の取締役会 平成 23 年 11 月 8 日 
合併決議取締役会 平成 24 年 3 月下旬（予定） 
合併契約書締結 平成 24 年 3 月下旬（予定） 
合併の予定日（効力発生日） 平成 24 年 6 月 1 日（予定） 

 
(2)合併方式 
三協立山アルミを存続会社とする吸収合併方式で、三協マテリアルおよびタテヤマアドバンスは

解散する予定です。 
 

(3)合併に係る割当ての内容 
存続会社である三協立山アルミと消滅会社である三協マテリアルおよびタテヤマアドバンスは、

合併時点で当社の完全子会社であることから、合併に際して株式の割当てその他の対価の交付は行

いません。 
 

(4)合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 
該当する事項はありません。 

 
２.合併当事会社の概要（平成 23 年 5 月 31 日現在） 
(1)商号 三協立山アルミ株式会社 

（存続会社） 

三協マテリアル株式会社 

（消滅会社） 

タテヤマアドバンス株式会社 

（消滅会社） 

(2)本店所在地 富山県高岡市早川 70 番地 富山県高岡市北島 851 番地 富山県高岡市早川 70 番地 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤木正和 代表取締役社長 蒲原彰三 代表取締役社長 熊崎哲男 

(4)事業内容 ビル用建材、住宅用建材、エ

クステリア建材の開発・製

造・販売。 

アルミニウムおよびその他金

属の圧延加工品の製造・販売

アルミニウム及びマグネシウム

の鋳造・押出・加工ならびにそ

の販売 

 

店舗用汎用陳列什器の販売、

規格看板、その他看板の製造・

販売、店舗および関連設備のメ

ンテナンス 
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(5)資本金 28,399 百万円 450 百万円 490 百万円 

(6)設立年月日 昭和 35 年 6 月 20 日 平成 19 年 6 月 1 日 昭和 27 年 5 月 30 日 

(7)発行済株式数 273,357,759 9,000 980,000 

(8)決算期 5 月 31 日 5 月 31 日 5 月 31 日 

(9)従業員数 4,805 名 662 名 473 名 

(10)大株主及び持株比率 三協・立山ホールディングス㈱ 100% 三協・立山ホールディングス㈱ 100% 三協・立山ホールディングス㈱ 100%

 

(11)最近 3 年間の業績 （単位：百万円） 

 三協立山アルミ株式会社 

（存続会社） 

三協マテリアル株式会社 

（消滅会社） 

決算期 2009 年 5 月 2010 年 5 月 2011 年 5 月 2009 年 5 月 2010 年 5 月 2011 年 5 月

売上高 200,981 184,066 181,008 24,209 23,783 59,735

営業利益 △5,965 2,564 3,955 △1,045 815 2,163

経常利益 △7,035 1,102 3,374 △1,186 613 1,842

当期純損益 △15,710 150 △2,122 △2,309 236 2,939

純資産 41,221 41,699 40,412 5,378 5,619 8,577

総資産 176,631 168,630 150,765 19,900 20,547 32,786

1 株当り当期純損益(円) △57.47 0.55 △7.76 △256,584.79 26,292.16 326,598.92

1 株当り配当金(円) － － － － － 40,000.00

 

 タテヤマアドバンス株式会社 

（消滅会社） 

決算期 2009 年 5 月 2010 年 5 月 2011 年 5 月

売上高 25,698 22,282 24,510

営業利益 206 241 479

経常利益 191 248 477

当期純損益 35 51 173

純資産 4,646 4,676 4,820

総資産 11,019 10,523 11,457

1 株当り当期純損益(円) 36.21 52.70 176.71

1 株当り配当金(円) 30.00 30.00 29.00

 

３.合併後の状況（予定） 

(1)商号 三協立山アルミ株式会社   

(2)事業内容 １，ビル用建材、住宅用建材、エクステリア建材の開発・製造・販売。 

アルミニウムおよびその他金属の圧延加工品の製造・販売 

２，アルミニウム及びマグネシウムの鋳造・押出・加工ならびにその販売 

３，店舗用汎用陳列什器の販売，規格看板、その他看板の製造・販売，

店舗および関連設備のメンテナンス 

(3)本店所在地 富山県高岡市早川 70 番地 
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(4)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤木 正和 

(5)資本金 （未定） 

(6)純資産 （未定） 

(7)総資産 （未定） 

(8)決算期 5 月 31 日 

 

４.今後の見通し 

合併当事会社はいずれも当社の完全子会社であり、合併が当社連結業績に与える影響はありませ

ん。 
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ご参考【統合スキーム】 

 

 

以上 

《平成24年6月1日》 三協立山アルミと三協マテリアルとタテヤマアドバンスの合併（予定）

《平成24年12月1日》 三協・立山ホールディングスと三協立山アルミの合併（予定）

グループ子会社

三協・立山ホールディングス

三協立山アルミ

グループ子会社

三協立山アルミ

（テクニカル上場予定）

グループ子会社

タテヤマアドバンス

三協・立山ホールディングス

三協立山アルミ

三協ﾏﾃﾘｱﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ会社 ﾀﾃﾔﾏｱﾄﾞﾊﾞﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ会社

三協・立山ホールディングス

三協立山アルミ 三協マテリアル

三協立山ｱﾙﾐｸﾞﾙｰﾌﾟ会社

合併

平成24年6月1日

存続会社

平成24年12月1日

合併

存続会社


